（25.1）

委託業務低入札価格報告書等作成手引
Ⅰ　低入札価格報告書
　１　作成

委託業務の競争入札において、調査基準価格に満たない価格で入札を行い、開札の結果、落札候補者（又は落札者となるべき者）になった場合は、委託業務低入札価格報告書（項目別調査票、従事者支払賃金計画書及び従事者配置計画を含みます。以下「報告書」という。）を作成し、作成年月日、開札日、業務名、所在地、商号又は名称及び代表者の職氏名等を記載し、代表者印を押印した上で、本協会が指定する日時、場所及び方法により提出してください。
(注) 落札候補者となってから低入札価格報告書等の提出までに期間が余りありませんので、入札額が調査基準価格を下回る可能性がある場合は、低入札価格報告書等を事前にご準備ください。

低入札価格報告書等の全部又は一部が期限までに提出されない場合は、その者のした入札は無効となります。
　２　記載方法
　　⑴　当該入札価格で入札した理由（項目別調査票⑴－⑴）
当該入札価格で入札した理由（当該入札価格で業務を適正に実施することが可能な理由）の根拠について、人件費、手持ち業務の状況等の面から説明し、箇条書きで記載してください。
また、この業務における利益見通しを記載してください。

　　⑵　その積算の内容等（項目別調査票⑴－⑵）
　　　ア　入札金額内訳書（業務委託）と同一内容・金額で、その積算方法を記載してください。
　　　イ　従事者支払賃金計画書（様式１）

　　　　　記入要領に沿って、配置する予定の従事者に支払う賃金の内訳等を職種ごとに記載してください。（記載する対象者は、後記⑶のイ「従事者配置計画（様式２）」の業務項目、職種ごとの「１日当たりの最低賃金対象単価のうちの最低額」に該当する従事者です。）
　　⑶　人員配置等の実施計画（項目別調査票⑵－⑶）
　　　ア　当該業務の仕様書等の作業内容に基づき、配置する従事者の役割を記載してください。
　　　イ　従事者配置計画（様式２）

　　　　　記入要領に沿って、配置する予定の従事者に係る「日割基本単価の平均額」及び「１日当たりの最低賃金対象単価のうちの最低額」並びに「配置人員」等を、業務項目、職種ごとに記載してください。

　　⑷　従事者の調達見通し（項目別調査票⑵－⑷）
当該業務を行うにあたり、従事者の調達見通しを記載してください。

　　⑸　手持機器資材等の状況（項目別調査票⑵－⑸）
当該業務を行うにあたり、現在、所有されている機器資材等を記入してください。

　　⑹　手持業務の状況（項目別調査票⑶－⑹）
　　　ア　受託している「業務名」、「発注機関」、「履行期間」及び「契約金額」を記載してください。

　　　イ　受託していない場合は、「該当事項無し」と記載してください。

　　⑺　過去に受託した業務実施状況（項目別調査票⑶－⑺）
　　　ア　過去３年間の実績のうち主要なものについて、「業務名」、「発注機関」、「履行期間」及び「契約金額」を記載してください。

　　　イ　実績が無い場合は、「該当事項無し」と記載してください。
　　⑻　その他（項目別調査票⑶－⑻）
　　　　特に説明しておきたいことがあれば、任意で記載してください。
　３　注意事項

　　⑴　報告書は本協会所定の様式を使用して作成してください。
　　⑵　報告書の作成等に要する費用は、提出者の負担とします。また、提出された報告書は返却しません。
　　⑶　当該報告書は、当該契約の内容に適合した履行の可能性を判断する資料であることから、提出した報告書に虚偽記載があったときは、指名停止措置等を行うことがあります。

　　⑷　報告書に基づき事情聴取した後、不明な点がある場合には、更に重点的な調査を行います。
　　⑸　委託業務の全部又は一部を第三者に委任し、若しくは請け負わせてはいけません。ただし、あらかじめ書面により発注者の承諾を得た場合は、当該委託業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせることができます。

　　　　委託業務の一部を第三者に委任すること等を予定している場合には、「従事者支払賃金計画書（様式１）」及び「従事者配置計画（様式２）」において、その再委任（請負）先の業者名を記載する必要があります。
　　　　また、業務完了後に後記Ⅱの「低入札価格調査確認報告書」を提出する際には、その再委任（請負）先の事業者の賃金台帳等の支払賃金が確認できる資料（写しも可）を提示する必要がありますので留意してください。

　　⑹　低入札価格調査は、委託業務低入札価格調査等マニュアルに基づき行います。

　　⑺　次に掲げる事由に該当する場合は、その入札を無効とします。

　　　ア　提出期限までに報告書を提出しないもの
　　　イ　報告書に記名・押印がないもの
Ⅱ　低入札価格調査確認報告書
　１　作成

　　⑴　低入札価格調査結果により契約内容に適合した履行がされると認められた契約については、業務完了後、「委託業務実施報告書」の提出期限までに、委託業務低入札価格調査確認報告書（従事者配置結果（様式４）、従事者支払賃金報告書（様式３）及び委託業務低入札価格調査確認報告書に係る理由書（様式５）を含みます。以下「確認報告書」という。）を作成し、作成年月日、契約締結日、業務名、所在地、商号又は名称及び代表者の職氏名等を記載し、代表者印を押印した上で、その「委託業務実施報告書」と合わせて契約担当課（当該業務を発注した課をいう。）に提出してください。
　　⑵　「確認報告書」を提出する際には、その根拠となる賃金台帳等の支払賃金が確認できる資料（写しも可。以下「確認できる資料」という。）を提示してください。また、あらかじめ書面により発注者の承諾を得て委託業務の一部を第三者に委任又は請け負わせた場合には、その再委任（請負）先事業者の「確認できる資料」を提示してください。

　　　　「確認できる資料」は、「確認報告書」の提出期限日の前月分を提示してください。

　　⑶　長期継続契約等による複数年の契約については、１年ごとに、「確認報告書」の提出とともに、「確認できる資料」の提示を契約担当課に行ってください。
　２　記載方法

　　⑴　従事者支払賃金報告書（様式３）
　　　　後記⑵の従事者配置結果（様式４）に記載した実人員すべての従事者を対象とし、記入要領に沿って、「確認報告書」の提出期限日の前月に支払われた賃金（月間の給与）及び年間の臨時給与（賞与等）等を基に作成してください。
　　⑵　従事者配置結果（様式４）

　　　　記入要領に沿って、業務項目、職種ごとの従事者に係る「日割基本単価の平均額」、「１日当たりの最低賃金対象単価のうちの最低額」及び「配置人員」等の状況を記載してください。業務項目、職種ごとの従事者に係る「日割基本単価の平均額」及び「１日当たりの最低賃金対象単価のうちの最低額」は、前記⑴の「従事者支払賃金報告書（様式３）」を基に算定してください。
　　⑶　委託業務低入札価格調査確認報告書に係る理由書（様式５）
　　　　「従事者配置結果（様式４）」における業務項目、職種ごとの従事者に係る「日割基本単価の平均額」又は「配置人員の延人数若しくは実人員」の各数値が、「従事者配置計画（様式２）」における業務項目、職種ごとの従事者に係る「日割基本単価の平均額」又は「配置人員の延人数若しくは実人員」の各数値に９０％を乗じて得た数値を下回る場合には、「委託業務低入札価格調査確認報告書に係る理由書（様式５）」にその理由を記載して提出してください。
　３　注意事項

　　⑴　確認報告書は本協会所定の様式を使用して作成してください。

　　⑵　確認報告書の作成等に要する費用は、提出者の負担とします。また、提出された確認報告書は返却しません。
　　⑶　確認報告書は、委託業務低入札価格調査報告書のとおり履行されたか確認する資料であることから、提出した確認報告書に虚偽記載があったときは、指名停止措置等を行うことがあります。
　　⑷　確認報告書に基づきヒアリングした後、不明な点がある場合には、更に調査を行います。

　　⑸　低入札価格調査確認は、委託業務低入札価格調査等マニュアルに基づき行います。
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